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 この「財政のあらまし」は、府中市の財政が現在どのような状況にあり、また、

どのように執行されているかをみなさんにお知らせするため、毎年２回（６月・

１２月）公表しているものです。 

 今回は、平成２６年度下半期（平成２６年１０月1日から平成２７年３月３１

日まで）の財政運営の状況と平成２７年度予算の状況をあわせてお知らせします。 
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Ⅰ 平成２６年度下半期財政運営の状況 

 

１ あらまし  
 平成２６年度の景気は、緩やかな回復基調が続いているが、消費税率引き上げ

に伴う駆け込み需要の反動や円安方向への動きに伴う輸入物価の上昇などの影

響から個人消費に弱さがみられました。一方、企業収益では大企業製造業に改善

の傾向がみられましたが、企業の業況判断は全体では横ばいが続いている状況で

す。このような状況の中、政府は、平成２６年１２月に経済の脆弱な部分に的を

絞り、かつスピード感をもって対応を行うことで、経済の好循環を確かなものと

するとともに、地方にアベノミクスの成果を広く行き渡らせることを目指した

「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」を策定、また、消費税率引き上げ

時期を平成２７年１０月から平成２９年４月に延期するなど、個人消費の持ち直

し・地方創生に向け着実な実施に努めました。 

今後の景気の動向については、政府は平成２７年３月の月例経済報告で、「景

気は、企業部門に改善がみられるなど、緩やかな回復基調が続いている。」とし、

上方修正を行いました。先行きについては、「雇用・所得環境の改善傾向が続く

中で原油価格下落の影響や各種施策の効果もあって、緩やかに回復していくこと

が期待されている一方、海外景気の下振れなど、我が国の景気を下押しするリス

クに留意する必要がある。」としています。 

 このような中、本市における平成２６年度下半期の歳入は、昨年度頃からの景

気の回復傾向を受け、個人・法人の市民税が増額となり、償却資産も消費税増税

に伴う駆け込み需要により増額となりました。また、株式等譲渡所得割交付金な

ど各種交付金等も増額となるなど財源確保に努めました。 

 歳出面では、臨時福祉給付金補助金や子育て世帯臨時福祉給付金補助金、特定

緊急輸送道路沿道建築物耐震改修費補助金などを事業の進捗状況に合わせ減額

したほか、財政調整基金や公共施設整備基金積立金を増額しました。 

 また、市制施行６０周年に伴う記念式典やパレード等を実施したほか、南口地

区市街地再開発事業へ引き続き支援するとともに、放射線量測定の継続実施や、

私立保育所の定員増に係る整備費補助を行うなど、市民が安全・安心・元気に生

活できるような行政サービスの充実に努めました。
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２ 収入支出の状況 

 

（１）一般会計 
 一般会計予算では、平成２６年９月３０日現在で９０５億５１９３万９千円

でしたが、平成２６年１１月に専決処分により補正予算第２号で７７７７万９

千円の増額補正を、平成２７年３月に補正予算第３号で１６億７１３１万９千

円の増額補正を、補正予算第４号で２億４５９万７千円の増額補正をそれぞれ

行い、予算総額は９２５億５６３万４千円となりました。この額を、繰越明許

費を含む前年度一般会計予算額と比較すると、３１億８０２６万円（３．３％）

の減となっています。 

 補正予算第２号では、衆議院議員選挙に係る経費として、歳入では、衆議院

議員選挙委託金として、都支出金で７７７７万９千円を増額しました。 

 歳出では、衆議院議員選挙費で７７７７万９千円を増額しました。 

 補正予算第３号では、歳入の市税で２０億１７２６万７千円を増額しました。

また地方譲与税で９４７万９千円、地方特例交付金で２２４９万８千円、交通

安全対策特別交付金で５１７万７千円を減額し、利子割交付金で６３０７万５

千円、配当割交付金で１億２５３８万４千円、株式等譲渡所得割交付金で１億

６７７６万９千円、地方消費税交付金で３億２５９０万６千円をそれぞれ増額

しました。 

 分担金及び負担金では、児童福祉費負担金で３３５３万４千円を増額しまし

た。 

 使用料及び手数料では、教育使用料で１３４万円を減額し、衛生手数料で６

７７万１千円を増額しました。 

 国庫支出金では、民生費国庫負担金で４億９６８８万８千円、民生費国庫補

助金で４億５８４４万３千円、土木費国庫補助金で２億８４１万４千円、教育

費国庫補助金で５０９万４千円を減額しました。 

 都支出金では、総務費都補助金で１億３０８万円、総務費委託金で１５３５

万６千円を増額し、民生費都負担金で５５３６万５千円、民生費都補助金で６

０６４万５千円、土木費都補助金で２億３２１７万８千円などを減額しました。 

 財産収入では、財産運用収入で２５６５万５千円を増額し、財産売払収入で 

２８６８万３千円を減額しました。 

 寄附金では、５４５２万円を増額しました。 

 繰入金では、特別会計繰入金で１５８０万３千円を増額し、基金繰入金で４

億２６５０万円を減額しました。 

 諸収入では、競走事業特別会計繰入金で１億円、雑入で１億６５０８万４千

円を増額しました。 

 市債では、総務債、土木債、消防債、教育債をそれぞれ減額し、全体で１億
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９８６０万円を減額しました。 

 歳出の主な内容として、議会費では、議員活動費で５３９万２千円、政務活

動費補助金で３１万５千円を減額しました。 

総務費では、庁舎建設基金への積立金で５億４００万円、交通安全施設の管

理費で１９４４万３千円、防犯灯の管理費で８２２万４千円などを増額し、職

員給与費等で１億４２００万円、電子計算業務運営に係る経費で７７００万円、

文化センターの管理及び整備に係る経費で７３５０万円などを減額しました。 

 民生費では、保育所の管理運営に係る経費で９８６万円、生活保護の医療扶

助で２５００万円などを増額し、臨時福祉給付金補助金で２億８２６２万５千

円、自立支援介護給付等に係る経費で３４１０万円、児童手当で７９０４万６

千円、子ども医療費助成で３５００万円、後期高齢者医療特別会計への繰出金

で２２９０万１千円などを減額しました。 

 衛生費では、可燃物及び不燃物の収集運搬処分業務に係る経費で１９００万

円を増額し、職員給与費等で１８５０万円、予防接種及び健康診査に係る経費

で６４５０万円、府中の森市民聖苑の管理運営費で４００万円を減額しました。 

 商工費では、職員給与費等で６５０万円、商工業の育成振興の助成に係る経

費で１９７０万円を減額しました。 

土木費では、都市整備基金への積立金で１００万円、都市公園等の管理費で

３５１６万１千円、街路樹の管理費で２８００万円を増額し、特定緊急輸送道

路沿道建築物耐震診断等の助成に係る経費で３億４２７７万７千円、府中駅南

口再開発事業に係る経費で２億４３２０万８千円などを減額しました。 

 消防費では、東京都消防事務費負担金で６９１２万１千円、消防団活動費４

９８万９千円を減額しました。 

 教育費では、給食センターの管理運営費で５０６万５千円を増額し、職員給

与費等で４２５０万円、私立幼稚園児保護者等の助成に係る経費で３６４８万

４千円、プールの管理用備品整備費で１４２３万７千円などを減額しました。 

 公債費では、市債元金償還金で９５４６万円を増額し、市債利子償還金１８

２０万３千円を減額しました。 

 諸支出金では、公共施設管理基金への積立金で２００万円、財政調整基金へ

の積立金で１６億４００万円、公共施設整備基金への積立金で１２億２１００

万円を増額しました。 

 地方債については、市民活動拠点施設整備事業債、文化センター整備事業債、

道路整備事業債、都市計画事業債、消防施設整備事業債の限度額を変更すると

ともに、給食センター新築事業債の限度額を廃止しています。 

 補正予算第４号では、国の「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に

基づき、歳入の国庫支出金では、総務費国庫補助金で、６６４６万３千円、商

工費国庫補助金で９３１３万４千円増額しました。 
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都支出金では、商工費都補助金で４５００万円を増額しました。 

 歳出では、総務費で、地方創生の推進に係る経費などで６６４６万３千円を

増額しました。 

商工費では、地域消費喚起事業の助成に係る経費で１億３８１３万４千円を

増額しました。 
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 平成２７年３月３１日現在の平成２６年度一般会計歳入歳出予算の執行状況

は、図表１のとおりですが、歳入の収入率は９６．２％で、前年同期と比較して

４．３％の増となっています。歳出の執行率では、８９．１％で、前年同期と比

較して２．６％の減となっています。 

 

 

図表１ 平成２６年度一般会計歳入歳出予算執行状況 
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（２）特別会計 
 特別会計は、一般会計とは別に特定の事業を行うための会計で、平成２６年度

は、７つの特別会計を設けています。 

この７会計の予算総額は、平成２６年９月３０日現在で、１７８８億２６３９

万円でしたが、平成２７年３月に、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別

会計、競走事業特別会計、下水道事業特別会計をそれぞれ増額補正し、公共用地

特別会計を減額補正し、総額１８２４億９５５５万９千円となりました。 

これを前年度と比較しますと、１２５億８７５０万５千円（７．４％）の増と

なっています。 

３月の各特別会計の補正の主な内容は、次のとおりです。 

国民健康保険特別会計では、後期高齢者支援金等や諸支出金の増により、歳入

歳出それぞれ１億４８５０万７千円を増額しました。 

後期高齢者医療特別会計では、後期高齢者医療広域連合納付金の増などにより、

歳入歳出それぞれ８５８９万４千円を増額しました。 

競走事業特別会計では、舟券売上の増などにより、歳入歳出それぞれ４７億４

３４０万６千円を増額しました。 

公共用地特別会計では、公共用地取得費の減により、歳入歳出それぞれ１４億

２７３４万４千円を減額しました。また、地方債では、庁舎用地取得事業債を追

加するとともに、道路用地取得事業債の限度額を廃止しました。 

下水道事業特別会計では、下水道改築基金積立金の増などにより、歳入歳出そ

れぞれ１億１８７０万６千円を増額しました。また、地方債では、下水道事業債

の限度額を変更しました。 

6



 
 

図表２  平成２６年度各特別会計歳入歳出予算執行状況 
 

                                               （平成２７年３月３１日現在） 

 

※一時的に資金が不足している場合は、会計間で運用をしています。 

会計別 予算現額 収入済額 収入率（％） 支出済額 執行率（％）

国民健康保険 242億4027万7千円 226億4139万8千円 93.4 217億6293万1千円 89.8

後期高齢者医療 46億1064万7千円 45億4534万2千円 98.6 45億1236万4千円 97.9

介護保険 144億5442万1千円 139億9051万5千円 96.8 127億8526万7千円 88.5

競走事業 1314億5263万8千円 1209億5698万3千円 92.0 1197億5929万8千円 91.1

公共用地 35億3652万8千円 29億9903万1千円 84.8 33億3677万円 94.4

下水道事業 41億9171万7千円 36億1795万8千円 86.3 31億0522万1千円 74.1

火災共済事業 951万2千円 611万1千円 30.8 546万2千円 18.4

合計 1824億9555万9千円 1687億5409万9千円 92.5 1652億6356万5千円 90.6
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３ 市税収入の状況 
 

 市税は、市の行政を円滑に推進し、多くの市民要望に適切に対応するために重

要な財源となっています。 

 市税の中でも、市民税と固定資産税は全体の９０．３％を占めており、財政運

営を支え、健全な財政基盤を確立するために重要な役割を果たしています。 

 市税収入の状況をみますと、収入済額は４９９億３７３７万３千円で、９９．

９％の収入率となっています。これを前年同期と比較しますと、収入率は増減な

しで、収入済額では５億２５２８万２千円（１．１％）の増となっています。 

 

 

 図表３ 平成２６年度市税収入の状況 
 
                                               (平成２７年３月３１日現在) 

種目別 予算現額 収入済額 収入率（％）

市民税 238億7732万4千円 239億5420万円 100.3

固定資産税 212億5807万2千円 211億3994万8千円 99.4

都市計画税 31億9434万6千円 31億8553万2千円 99.7

市たばこ税 15億600万円 15億2773万6千円 101.4

軽自動車税 1億2624万1千円 1億2995万7千円 102.9

入湯税 1千円 0円 0.0

合計 499億6198万4千円 499億3737万3千円 99.9
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４ 市債の状況  

 

 義務教育施設や道路、下水道などの公共施設の建設には、多額の経費が必要で

す。 

 このため、一時的に経費負担が集中することを避け、将来利用する市民の方々

にも応分の負担をしていただくように、国などから長期借入れを行い、財源の一

部としています。 

 平成２７年３月３１日現在の市債現在高は、４５７億５２７２万８千円となっ

ており、これを前年度同期と比較しますと４億９６１８万９千円（１．１％）の

増で、その内訳は一般会計で６億１２０万６千円（１．５％）の増、下水道事業

特別会計で１億５０１万７千円（２．１％）の減となっています。 

 市債現在高を人口、世帯当たりで見てみますと、市民一人当たりでは、１７万

９１７９円、一世帯当たりでは３８万３８８円の借入額となります。また、元金

償還額に係る負担額は、市民一人当たり１万６３９円、一世帯当たり２万２５８

６円となっています。 

 

 

 図表４ 平成２６年度市債の会計別現在高の状況 
 

                                       (平成２７年３月３１日現在) 

区   分 現在高 構成率（％） 

一 般 会 計 409億6460万1千円 89.5 

  総務債 33億9454万9千円 7.4 

  民生債 6億3532万2千円 1.4 

  衛生債 7億9883万7千円 1.7 

 商工債 3億2706万9千円 0.7 

  土木債 83億1327万6千円 18.2 

  消防債 4億1096万8千円 0.9 

  教育債 141億5951万7千円 30.9 

  減税補塡債 19億2328万2千円 4.2 

  臨時財政対策債 110億178万1千円 24.1 

下水道事業会計 47億8812万7千円 10.5 

  下水道事業債 47億8812万7千円 10.5 

合   計 457億5272万8千円 100.0 
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 図表５ 平成２６年度市債償還額に対する市民負担額 
                                      

                      (平成２７年３月３１日現在) 

区   分 
償還額に対する市民負担額（円） 

一人当たり 世帯当たり 

一 般 会 計 10,018 21,268 

  総務債 484 1,028 

  民生債 283 602 

  衛生債 497 1,054 

  

商工債 33 70 

土木債 2,954 6,271 

  消防債 163 346 

  教育債 3,677 7,806 

  減税補塡債 474 1,006 

  臨時財政対策債 1,453 3,085 

下水道事業会計 621 1,318 

  下水道事業債 621 1,318 

合   計 10,639 22,586 

 
※ 一般会計には用地会計分を含みます。 

                     人 口 ２５５,３４６人   

                     世帯数 １２０,２７９世帯 
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Ⅱ 平成２７年度予算の状況 

 

１ 一般会計の状況 
平成２７年度予算は、厳しい財政状況が見込まれる中、第６次総合計画前期基

本計画で定める重点プロジェクトや主要な事務事業の着実な推進に向け、選択と

集中の指向を一層明確にし、予算を編成しました。また、行財政改革プランに基

づき、各施策が現状に合ったものとなるよう事業の見直しに取り組むとともに、

持続可能な財政運営の着実な推進や、行財政改革の取組を加速させることを目指

しました。 

 歳入では、市税は固定資産税が減と見込む一方、各種交付金では、消費税率の

引上げに伴い地方消費税交付金は増見込み、一般財源は増加を見込んでいます。

しかしながら、歳入の根幹である市税は、景気回復傾向ではあるものの依然とし

て大幅な増収は望めないことから、引続き、国・都支出金の活用に加え、事業債

の借入れや基金計画に基づく基金の繰入れなどを行いました。 

歳出では、都市像である「みんなで創る 笑顔あふれる 住みよいまち みど

り・文化・にぎわいのある洗練された都市を目指して」の実現に向け、市民が笑

顔で過ごせるよう、健康と運動の意識の向上など市民の「やすらぎ」に関する施

策、協働を推進する「つながり」に関する施策、教育環境の整備の促進やにぎわ

いの創出など人とまちの「かがやき」に関する施策の充実するとともに、子育て

支援施策、生活困窮者支援などの福祉施策を継続する一方で、行財政運営の効率

化にも配慮しました。 

具体的には、「やすらぎ」に関する施策として、前立腺がんの検診事業や小中

学校全校の耐震補強整備事業を実施、「つながり」に関する施策として、ＮＰＯ・

ボランティア活動支援事業や市民提案型協働事業補助事業などを実施、「かがや

き」に関する施策として、観光振興事業や待機児解消に向け私立保育所施設整備

補助事業などを実施します。 

そのほか、府中駅南口地区再開発事業に対する補助、庁舎建設事業、給食セン

ター新築事業などの実施も引き続き進めていきます。 

 この結果、一般会計の予算額は、９２８億５千万円で、前年度対比５．０％、

４４億４千万円の増額となっています。 
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 図表６ 平成２７年度一般会計歳入歳出予算の状況 
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２ 特別会計及び公営企業会計の状況 
 

 特別会計は、６つの会計で構成しており、平成２７年度より競走事業特別会計

が公営企業会計へ移行となりました。 

 各会計の増減内訳としては、国民健康保険特別会計で４１億５１８６万３千円

（１７．２％）、後期高齢者医療特別会計で１億３０５６万１千円（２．９％）、

介護保険特別会計で６億３４４３万１千円（４．５％）をそれぞれ増額し、公共

用地特別会計で１２億３７２８万６千円（２４．９％）、下水道事業特別会計で

１１１６万３千円（０．３％）、火災共済事業特別会計で２万５千円（０．３％）

をそれぞれ減額しています。 

 

 

 

 図表７ 平成２７年度各会計歳入歳出予算の状況 
 

 

平成２７年度 平成２６年度 伸率（％）
928億5000万円 884億1000万円 5.0

554億3554万7千円 1784億7639万8千円 △ 68.9
国民健康保険 282億4363万3千円 240億9177万円 17.2
後期高齢者医療 46億5531万4千円 45億2475万3千円 2.9
介護保険 147億7982万円 141億4538万9千円 4.5
競走事業 ― 1267億923万2千円 ―
公共用地 37億2658万6千円 49億6387万2千円 △ 24.9
下水道事業 40億2088万8千円 40億3205万1千円 △ 0.3
火災共済事業 930万6千円 933万1千円 △ 0.3

1482億8554万7千円 2668億8639万8千円 △ 44.4

566億3606万円 ― ―
競走事業 566億3606万円 ― ―

公営企業会計会計

区　　　分
一般会計
特別会計

合　　　計
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Ⅲ 附表 

 
１ 平成２６年度一般会計歳入予算の状況 

２ 平成２６年度一般会計歳出予算の状況 

３ 平成２６年度市税の状況 

４ 平成２６年度各会計歳入歳出予算の状況 

５ 平成２６年度市債の状況 

①借入先別市債現在高 

②会計別款別市債現在高 

６ 平成２７年度一般会計歳入予算の状況 

７ 平成２７年度一般会計歳出予算の状況 

８ 平成２７年度市税の状況 

９ 平成２７年度各会計歳入歳出予算の状況 
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１　平成２６年度  一般会計歳入予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 構成比 収入済額 構成比 収入率

26.9.30現在  (％）  (％）  (％）

05　市　　　　　  　税 47,944,717 2,017,267 49,961,984 54.0 49,937,373 56.1 99.9

10　地　方　譲　与　税 380,065 -9,479 370,586 0.4 368,177 0.3 99.3

12　利 子 割 交 付 金 283,206 63,075 346,281 0.4 336,654 0.4 97.2

13　配当割交付金 297,314 125,384 422,698 0.5 424,910 0.5 100.5

14　株式等譲渡所得割交付金 243,520 167,769 411,289 0.5 357,442 0.4 86.9

15  地方消費税交付金 3,587,490 325,906 3,913,396 4.2 3,544,079 4.0 90.6

17　自動車取得税交付金 123,121 0 123,121 0.1 122,865 0.1 99.8

20　国有提供施設等所在

  　市町村助成交付金等 4,167 0 4,167 0.0 4,181 0.0 100.3

24  地方特例交付金 211,848 -22,498 189,350 0.2 189,350 0.2 100.0

25　地　方　交　付　税 1 0 1 0.0 61,091 0.1 6109100.0

30　交通安全対策特別交付金 32,938 -5,177 27,761 0.0 28,235 0.0 101.7

35　分担金及び負担金 1,006,765 33,534 1,040,299 1.1 955,731 1.1 91.9

40　使用料及び手数料 2,164,108 5,431 2,169,539 2.4 2,042,619 2.3 94.1

45　国 庫 支 出 金 17,222,760 -337,291 16,885,469 18.3 15,658,017 17.6 92.7

50  都　支　出　金 9,857,941 -117,505 9,740,436 10.5 8,417,756 9.5 86.4

55　財　産　収　入 220,205 -3,028 217,177 0.2 224,602 0.3 103.4

60　寄　　附　　金 343,507 54,520 398,027 0.4 322,109 0.4 80.9

65　繰　　入　　金 924,148 -410,697 513,451 0.6 370,775 0.4 72.2

70　繰　　越　　金 3,230,690 0 3,230,690 3.5 3,230,690 3.6 100.0

75　諸　　収　　入 962,728 265,084 1,227,812 1.3 1,170,580 1.3 95.3

80　市　　　　　債 1,510,700 -198,600 1,312,100 1.4 1,244,000 1.4 94.8

 　歳  　入  　合  　計 90,551,939 1,953,695 92,505,634 100.0 89,011,236 100.0 96.2

（平成27年3月31日現在）

区　　　　　　分
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２　平成２６年度　一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額  最終予算額 構成比 支出済額 構成比 執行率

26.9.30現在 及び予備費  (％）  (％）  (％）

１　議     会     費 528,935 -5,707 523,228 0.6 515,230 0.6 98.5

２　総     務     費　 9,723,851 331,674 10,055,525 10.9 8,218,339 10.0 81.7

３　民     生     費 45,590,920 -530,573 45,060,347 48.7 43,901,483 53.3 97.4

４　衛     生     費 6,902,543 -68,000 6,834,543 7.4 6,275,897 7.6 91.8

５　労     働     費 73,679 73,679 0.1 69,166 0.1 93.9

６　農 林 水 産 業 費 185,264 185,264 0.2 80,894 0.1 43.7

７　商     工     費 475,357 111,934 587,291 0.6 366,576 0.4 62.4

８　土     木     費 9,576,096 -591,624 8,984,472 9.7 4,082,901 4.9 45.4

９　消     防     費 3,028,286 -74,110 2,954,176 3.2 2,857,103 3.5 96.7

10　教     育     費 9,565,901 -124,156 9,441,745 10.2 8,416,005 10.2 89.1

11  公     債     費 4,745,707 77,257 4,822,964 5.2 4,743,392 5.8 98.4

12　諸   支   出   金 56,000 2,827,000 2,883,000 3.1 2,883,000 3.5 100.0

13　予     備     費 99,400 99,400 0.1 0 0.0 0.0

歳  　出  　合  　計 90,551,939 1,953,695 92,505,634 100.0 82,409,986 100.0 89.1

（平成27年3月31日現在）

区　　　　　　分
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３　平成２６年度  市税の状況 

（単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算額 調  定  額 収入済額 収　入　率（％）

26.9.30現在 予算対比 収入歩合

市      民      税 21,926,748 1,950,576 23,877,324 25,361,981 23,954,200 100.3 94.4

固  定  資  産  税 21,140,807 117,265 21,258,072 21,791,995 21,139,948 99.4 97.0

軽  自  動  車  税 126,241 0 126,241 144,251 129,957 102.9 90.1

市 た ば こ 税 1,556,574 -50,574 1,506,000 1,527,741 1,527,736 101.4 100.0

入　湯　税 1 0 1 0 0 0.0 0.0

都  市  計  画  税 3,194,346 0 3,194,346 3,295,314 3,185,532 99.7 96.7

     市  税  合  計 47,944,717 2,017,267 49,961,984 52,121,282 49,937,373 99.9 95.8

（平成27年3月31日現在）

区　　　　　　分
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４　平成２６年度　各会計歳入歳出予算の状況

 （単位：千円）

予 算 現 額 補正予算額 最終予算現額 収入済額 収　入  率 支出済額 執  行  率

 26.9.30現在  (％）  (％）

一  般  会  計 90,551,939 1,953,695 92,505,634 89,011,236 96.2 82,409,986 89.1

特  別  会  計 178,826,390 3,669,169 182,495,559 168,754,099 92.5 165,263,565 90.6

国  民  健  康  保　険 24,091,770 148,507 24,240,277 22,641,398 93.4 21,762,931 89.8

後 期 高 齢 者 医 療 4,524,753 85,894 4,610,647 4,545,342 98.6 4,512,364 97.9

介　　護　　保　　険 14,454,421 0 14,454,421 13,990,515 96.8 12,785,267 88.5

競    走    事    業 126,709,232 4,743,406 131,452,638 120,956,983 92.0 119,759,298 91.1

公    共    用  　地 4,963,872 -1,427,344 3,536,528 2,999,031 84.8 3,336,770 94.4

下   水   道   事   業 4,073,011 118,706 4,191,717 3,617,958 86.3 3,105,221 74.1

火  災  共  済  事  業 9,331 0 9,331 2,872 30.8 1,714 18.4

合         計 269,378,329 5,622,864 275,001,193 257,765,335 93.7 247,673,551 90.1

（平成27年3月31日現在）

区　　　　　　分
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５　平成２６年度　市債の状況

(借入先別市債現在高） （単位：千円）

借  入  先  一般会計 下水道事業特別会計 合      計

財　　務　　省 14,845,171 1,941,491 16,786,662

旧日本郵政公社 3,570,462 206,859 3,777,321

東  　京  　都 19,210,421 4,329 19,214,750

全国市有物件災害共済組合 82,488 82,488

東京都区市町村振興協会 1,174,536 1,174,536

地方公共団体金融機構 57,658 2,635,447 2,693,105

市　中　銀　行 2,023,866 2,023,866

 　　合　　　　計 40,964,602 4,788,126 45,752,728

　　※一般会計には用地会計分を含みます。

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高 構成比
H26.9.30 26.10.1～27.3.31 26.10.1～27.3.31 H27.3.31 (%)

財　　務　　省 17,637,493 850,831 16,786,662 36.7

旧日本郵政公社 4,103,223 325,902 3,777,321 8.2

東  　京  　都 18,243,466 2,136,000 1,164,716 19,214,750 42.0

全国市有物件災害共済組合 91,554 9,066 82,488 0.2

東京都区市町村振興協会 1,283,291 108,755 1,174,536 2.6

地方公共団体金融機構 2,782,112 89,007 2,693,105 5.9

市　中　銀　行 2,192,157 168,291 2,023,866 4.4

 　　合　　　　計 46,333,296 2,136,000 2,716,568 45,752,728 100.0

（平成27年3月31日現在）

借  入  先
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(会計別款別市債現在高） （単位：千円）

現   在   高 借   入   額 償   還   額　 現　在　高

H26.9.30 26.10.1～27.3.31 26.10.1～27.3.31 H27.3.31 １人当たり 世帯当たり

一 般 会 計 41,386,615 2,136,000 2,558,014 40,964,601 10,018 21,268

総務債 3,023,243 495,000 123,694 3,394,549 484 1,028

民生債 707,737 0 72,415 635,322 283 602

衛生債 925,653 0 126,816 798,837 497 1,054

商工債 335,454 0 8,385 327,069 33 70

土木債 8,289,562 778,000 754,286 8,313,276 2,954 6,271

消防債 410,521 42,000 41,553 410,968 163 346

教育債 14,277,388 821,000 938,871 14,159,517 3,677 7,806

減税補塡債 2,044,278 0 120,996 1,923,282 474 1,006

臨時財政対策債 11,372,779 0 370,998 11,001,781 1,453 3,085

下水道事業会計 4,946,681 0 158,554 4,788,127 621 1,318

下水道事業債 4,946,681 0 158,554 4,788,127 621 1,318

   合　　計 46,333,296 2,136,000 2,716,568 45,752,728 10,639 22,586
※一般会計には用地会計分を含みます。

区     分
償還額に対する市民負担額(円)

（平成27年3月31日現在）
人  口　255,346人  

世帯数　120,279世帯
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６　平成２７年度　一般会計歳入予算の状況

        （単位：千円）

平 成 ２７年 度 平 成 ２６年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　額 伸率（％）

５　市              税 48,143,014 51.9 47,944,717 54.2 198,297 0.4

10  地 方 譲 与 税 361,743 0.4 380,065 0.4 -18,322 -4.8

12  利 子 割 交 付 金 256,998 0.3 283,206 0.3 -26,208 -9.3

13  配 当 割 交 付 金 522,420 0.6 297,314 0.3 225,106 75.7

14  株式等譲渡所得割交付金 322,321 0.3 243,520 0.3 78,801 32.4

15  地方消費税交付金 5,704,364 6.1 3,587,490 4.1 2,116,874 59.0

17　自動車取得税交付金 142,208 0.2 123,121 0.1 19,087 15.5

20　国有提供施設等所在

　　市町村助成交付金等 4,181 0.0 4,167 0.0 14 0.3

24　地方特例交付金 189,350 0.2 211,848 0.3 -22,498 -10.6

25　地  方  交  付  税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

30　交通安全対策特別交付金 27,761 0.0 32,938 0.0 -5,177 -15.7

35　分担金及び負担金 709,407 0.8 1,006,765 1.1 -297,358 -29.5

40　使用料及び手数料 3,731,993 4.0 2,164,108 2.5 1,567,885 72.4

45　国  庫  支  出  金 17,569,135 18.9 17,027,081 19.3 542,054 3.2

50　都   支   出   金 10,757,843 11.6 9,757,979 11.0 999,864 10.2

55　財   産   収   入 226,545 0.2 220,205 0.3 6,340 2.9

60　寄      附      金 365,507 0.4 343,507 0.4 22,000 6.4

65　繰      入      金 502,121 0.5 1,417,865 1.6 -915,744 -64.6

70　繰      越      金 1,100,000 1.2 900,000 1.0 200,000 22.2

75　諸      収      入 903,388 1.0 953,403 1.1 -50,015 -5.2

80　市              債 1,309,700 1.4 1,510,700 1.7 -201,000 -13.3

     歳   入   合   計 92,850,000 100.0 88,410,000 100.0 4,440,000 5.0

区　　　　　　　分
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７　平成２７年度  一般会計歳出予算の状況

（単位：千円）

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　額 伸率（％）

５　議    会    費 569,622 0.6 528,935 0.6 40,687 7.7

10　総    務    費 8,969,319 9.7 9,160,689 10.4 -191,370 -2.1

15　民    生    費 46,707,034 50.3 45,245,019 51.2 1,462,015 3.2

20　衛    生    費 6,698,532 7.2 6,707,313 7.6 -8,781 -0.1

25　労    働    費 70,105 0.1 73,679 0.1 -3,574 -4.9

30　農林水産業費 111,837 0.1 115,905 0.1 -4,068 -3.5

35　商    工    費 403,971 0.4 397,826 0.4 6,145 1.5

40　土    木    費 9,282,913 10.0 9,139,080 10.3 143,833 1.6

45　消    防    費 2,936,956 3.2 3,021,338 3.4 -84,382 -2.8

50　教    育    費 11,353,590 12.2 9,118,509 10.3 2,235,081 24.5

55　公    債    費 4,469,121 4.8 4,745,707 5.4 -276,586 -5.8

60　諸  支  出  金 1,177,000 1.3 56,000 0.1 1,121,000 2001.8

65　予    備    費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0

歳   出   合   計 92,850,000 100.0 88,410,000 100.0 4,440,000 5.0

区　　　　　　　分
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８　平成２７年度  市税の状況

（単位：千円）

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

市    民    税 22,172,900 46.1 21,926,748 45.7 246,152 1.1

固 定 資 産 税 21,241,309 44.1 21,140,807 44.1 100,502 0.5

軽 自 動 車 税 130,655 0.3 126,241 0.3 4,414 3.5

市 た ば こ 税 1,395,969 2.9 1,556,574 3.2 -160,605 -10.3

入　　湯　　税 1 0.0 1 0.0 0 0.0

都 市 計 画 税 3,202,180 6.6 3,194,346 6.7 7,834 0.2

 市 税 合 計 48,143,014 100.0 47,944,717 100.0 198,297 0.4

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 比  較  増  減
区      分
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９　平成２７年度　各会計歳入歳出予算の状況

        （単位：千円）

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

一  般  会  計 92,850,000 62.6 88,410,000 33.1 4,440,000 5.0

特  別  会  計 55,435,547 37.4 178,476,398 66.9 -123,040,851 -68.9

国 民 健 康 保 険 28,243,633 19.1 24,091,770 9.0 4,151,863 17.2

後 期 高 齢 者 医 療 4,655,314 3.1 4,524,753 1.7 130,561 2.9

介 護 保 険 14,779,820 10.0 14,145,389 5.3 634,431 4.5

競 走 事 業 ― ― 126,709,232 47.5 ― ―

公 共 用 地 3,726,586 2.5 4,963,872 1.9 -1,237,286 -24.9

下 水 道 事 業 4,020,888 2.7 4,032,051 1.5 -11,163 -0.3

火 災 共 済 事 業 9,306 0.0 9,331 0.0 -25 -0.3

合    計 148,285,547 100.0 266,886,398 100.0 -118,600,851 -44.4

※競走事業会計は、平成２７年度から、公営企業会計へ移行します。

平 成 ２７ 年 度 平 成 ２６ 年 度 比  較  増  減

当初予算額 構成比（％） 当初予算額 構成比（％） 金　　　額 伸率（％）

公　営　企　業　会　計 56,636,060 100.0 ― ― ― ―

競 走 事 業 56,636,060 100.0 ― ― ― ―

区　　　　　　分

区　　　　　　分
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